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国
会
行
動

消費税増、TPP反対など要請
石田内閣府副相と面談

　

消
費
税
増
税
を
柱
と
す
る
「
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
」
関
連
法
７
法
案
が
衆
院

社
会
保
障
・
特
別
委
員
会
で
審
議
入
り
し
た
５
月
17
日
、
協
会
・
保
団
連
は
消
費
税
増

税
中
止
、
医
業
へ
の
消
費
税
「
ゼ
ロ
税
率
」
導
入
な
ど
を
求
め
て
国
会
議
員
に
要
請
し

た
。
三
井
泰
正
副
理
事
長
、
杉
本
叡
・
中
西
幹
夫
・
中
村
新
太
郎
・
森
啓
各
理
事
、
古

田
光
行
・
宮
本
辰
雄
両
監
事
が
参
加
し
た
。
議
員
要
請
後
は
内
閣
府
要
請
に
取
り
組

み
、
森
理
事
が
参
加
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
の
断
念
や
福
島
の
子
ど
も
医
療
費
無
料
化
を

訴
え
た
。

石田内閣府副大臣（左）に要請する住江憲勇保団連
会長＝５月17日、内閣府庁舎　　　　　　　　　　

講演する右遠英悟氏　
＝５月16日、茨木市内

　

要
請
で
は
、
議
員
と
の
面

談
は
で
き
な
か
っ
た
が
、
お

金
の
心
配
が
な
い
保
険
で
よ

い
歯
科
医
療
の
実
現
を
求
め

る
請
願
署
名
23
筆
、
安
心
し

て
受
け
ら
れ
る
医
療
の
実
現

を
求
め
る
請
願
署
名
５
３
４

筆
を
吉
井
英
勝
衆
院
議
員

（
共
産
）
秘
書
に
託
し
た
。

ま
た
、
消
費
税
の
増
税
は
や

め
、
医
療
へ
の
「
ゼ
ロ
税

率
」
を
求
め
る
要
望
署
名
１

６
２
人
分
を
大
阪
選
出
の
議

員
に
要
望
。「
一
体
改
革
」

関
連
法
案
の
徹
底
審
議
・
廃

案
を
求
め
、
社
会
保
障
と
税

の
一
体
改
革
に
関
す
る
特
別

委
員
会
委
員
の
中
野
寛
成

（
民
主
）、
長
尾
敬
（
民

主
）、
宮
本
岳
志
（
共
産
）、

中
島
正
純
（
国
民
新
）
の
４

議
員
に
要
請
し
た
。
山
下
芳

生
参
院
議
員
（
共
産
）
秘
書

と
意
見
交
換
し
た
。

　

政
府
要
請
で
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ

問
題
で
内
閣
府
の
石
田
勝
之

副
大
臣
に
面
会
。
住
江
憲
勇

会
長
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
が
国
民
皆
保

険
制
度
を
破
壊
す
る
と
し
て

参
加
断
念
を
訴
え
た
。

　

内
閣
府
大
臣
官
房
総
務
課

の
担
当
者
に
福
島
の
子
ど
も

医
療
費
無
料
化
を
求
め
る
要

請
署
名
１
１
２
筆
を
添
え
て

要
望
し
た
。

要
請
議
員
一
覧

【
秘
書
対
応
】
衆
院　

民
・

稲
見
哲
男
、
大
谷
啓
、
大
谷

信
盛
、
熊
田
篤
嗣
、
熊
谷
貞

俊
、
樽
床
伸
二
、
辻
惠
、
辻

元
清
美
、
中
川
治
、
中
野
寛

成
、
長
尾
敬
、
長
安
豊
、
萩

原
仁
、
樋
口
俊
一
、
平
野
博

文
、
藤
村
修
、
松
岡
宏
隆
、

村
上
史
好
、
森
山
浩
行
、
吉

田
お
さ
む
、
渡
辺
義
彦
、
自

・
谷
畑
孝
、
竹
本
直
一
、
西

野
あ
き
ら
、
松
浪
健
太
、
柳

本
卓
治
、
公
・
池
坊
保
子
、

共
・
宮
本
岳
志
、
吉
井
英

勝
、
社
・
服
部
良
一
、
国
・

中
島
正
純

参
院　

民
・
梅
村
聡
、
尾
立

源
幸
、
藤
原
正
司
、
自
・
北

川
イ
ッ
セ
イ
、
谷
川
秀
善
、

公
・
白
浜
一
良
、
山
本
香

苗
、
共
・
山
下
芳
生

�

（
敬
称
略
・
順
不
同
）

　

三
島
地
区
は
５
月
16
日
、

三
島
地
区
老
人
連
合
会
を
対

象
に
三
島
公
民
館
（
茨
木

市
）
で
、
お
口
の
健
康
教
室

を
開
い
た
。
11
人
が
参
加
し

た
。

　

講
師
は
同
市
開
業
の
右
遠

英
悟
先
生
。
講
演
後
、
歯
科

健
診
を
実
施
し
た
。
４
月
に

続
き
４
回
目
。

　

右
遠
先
生
は
、
胃
瘻
処
置

を
し
た
高
齢
者
が
口
腔
機
能

を
使
わ
な
く
な
る
こ
と
で
、

急
激
に
体
力
が
衰
え
る
こ
と

や
口
腔
内
で
細
菌
が
増
殖
す

る
事
例
を
紹
介
。
口
腔
機
能

を
維
持
す
る
こ
と
で
、「
寝

た
き
り
に
な
る
こ
と
な
ど
を

防
ぎ
、〝
健
康
寿
命
〟
延
ば

し
て
ほ
し
い
」
と
訴
え
た
。

　

健
診
で
は
、
義
歯
が
合
わ

な
い
と
い
っ
た
質
問
に
、
て

い
ね
い
に
答
え
た
。

三島地区
〝
健
康
寿
命
〟延
ば
そ
う

お
口
の
健
康
教
室
開
く

保険医年金保険医年金 【予定利率】

【ご加入例】

月払
10口
（10万円）

70歳から10年確定年金で受給の場合
受給月額 　　　　約36万円
受給総額　　　約4,429万円
◎掛け金総額　　3,600万円 短期のご利用では積立金が掛け金を下回ります

加入

1.259％
2012年5月１日現在

２ 受託生保を7社に拡大して
リスクを分散しています ３ 制度発足以来、年金受給者の

受給額をカットしたことはありま
せん

●月　払：１口１万円（通算30口まで）
●一時払：１口50万円（毎回40口まで）加入口数
満74歳までの協会会員
月払の増口・一時払は満79歳まで加入資格

1 全国で加入者数約5万6千人、
積立金総額１兆1000億円を超える
大規模年金制度です

40
歳

春の申込
みは

６月25日
まで

表　特別会計の決算剰余金と不用額の推移

単位：億円

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

収納済歳入額① 5,015,363 3,959,203 3,877,395 3,778,376 3,869,849

支出済歳出額② 4,505,795 3,532,831 3,591,982 3,480,060 3,450,740

　�翌年度歳出繰
越額③ 160,968 129,259 124,270 139,516 157,241

　�不用額④ 105,308 108,234 117,625 165,548 213,846

　�決算剰余金　
①－② 509,568 426,372 285,413 298,254 419,109

財務省『特別会計決算参照書』各年度版より作成
歳出予算現額（当初歳出予算額±歳出補正予算額）＝②＋③＋④

消
費
税
増
税
は
Ｉ
Ｍ
Ｆ

へ
の
資
金
協
力
？

　

去
る
４
月
17
日
、
安
住
財

務
相
は
閣
議
後
の
記
者
会
見

で
、
日
本
政
府
と
し
て
国
際

通
貨
基
金（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）の
資
金

基
盤
強
化
の
た
め
に
同
基
金

に
対
し
６
０
０
億
ド
ル
（
約

４
・
８
兆
円
）
の
資
金
協
力

を
す
る
と
表
明
し
た
。
こ
の

ニ
ュ
ー
ス
に
は
目
下
、
野
田

政
権
が
成
立
に
執
念
を
燃
や

す
消
費
税
増
税
法
案
の
大
義

を
考
え
る
上
で
、
種
々
考
え

さ
せ
ら
れ
る
題
材
が
あ
る
。

　

一
つ
は
、
消
費
税
増
税
を

め
ぐ
る
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
日
本
政
府

・
財
務
省
の
関
係
に
つ
い
て

で
あ
る
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
が
信
用
不

安
に
陥
っ
た
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
に

対
し
て
、
資
金
援
助
の
条
件

と
し
て
厳
し
い
緊
縮
財
政
を

迫
っ
て
き
た
こ
と
は
よ
く
知

ら
れ
て
い
る
。
そ
の
Ｉ
Ｍ
Ｆ

の
副
専
務
理
事
の
篠
原
尚
之

氏
は
今
年
の
２
月
３
日
、
都

内
で
記
者
会
見
し
、
日
本
政

府
・
与
党
が
消
費
税
率
を
10

％
に
引
き
上
げ
る
方
針
を
固

め
た
こ
と
を
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
し
て

歓
迎
す
る
と
表
明
し
た
う
え

で
、
日
本
の
財
政
健
全
化
の

た
め
に
は
消
費
税
を
最
終
的

に
は
15
％
ま
で
引
き
上
げ
て

い
く
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
と

言
及
し
た
。
余
計
な
お
世
話

と
言
い
た
い
が
、
こ
の
篠
原

氏
は
09
年
11
月
に
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の

副
専
務
理
事
に
就
任
す
る
ま

で
財
務
省
財
務
官
を
務
め
、

同
年
２
月
に
ロ
ー
マ
で
開
か

れ
た
Ｇ
７
に
出
席
し
た
中
川

昭
一
財
務
大
臣
（
当
時
）
に

同
行
し
た
人
物
で
あ
る
。
こ

こ
か
ら
、
消
費
税
増
税
に
対

す
る
国
際
的
支
持
・
圧
力
な

る
も
の
が
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
衣
を
ま

と
っ
た
財
務
省
の
用
意
周
到

な
仕
掛
け
で
あ
っ
た
こ
と
が

わ
か
る
。

　

お
金
に
色
は
付
い
て
い
な

い
が
、
こ
れ
で
は
消
費
税
増

税
は
Ｉ
Ｍ
Ｆ
へ
の
資
金
協
力

に
必
要
な
原
資
を
捻
出
す
る

た
め
か
と
い
わ
れ
て
も
仕
方

が
な
い
。

「
埋
蔵
金
は
掘
り
尽
く

し
た
」と
言
い
な
が
ら

　

注
目
す
べ
き
も
う
一
つ
の

点
は
４
・
８
兆
円
の
資
金
協

力
の
出
所
で
あ
る
。
こ
れ
に

つ
い
て
安
住
財
務
相
が
外
国

為
替
資
金
特
別
会
計
の
保
有

資
産
を
挙
げ
、
そ
れ
を
原
資

に
Ｉ
Ｍ
Ｆ
に
貸
し
付
け
を
す

る
と
述
べ
て
い
る
。
財
務
省

も
マ
ス
コ
ミ
も
最
近
、
事
あ

る
ご
と
に
「
埋
蔵
金
は
掘
り

尽
く
し
た
」
と
喧
伝
し
、
消

費
税
増
税
に
議
論
を
仕
向
け

る
こ
と
に
必
死
に
な
っ
て
い

る
。
し
か
し
、
そ
う
言
い
つ

つ
、
こ
の
件
の
４
・
８
兆
円

の
ほ
か
、
た
と
え
ば
11
年
度

の
第
４
次
補
正
予
算
で
も
国

債
整
理
基
金
特
別
会
計
に
生

じ
る
見
込
み
の
不
用
額
約
１

・
２
兆
円
を
財
源
に
充
て
て

い
る
。
こ
こ
で
い
う
「
不
用

額
」
と
は
国
債
の
利
払
い
に

必
要
な
歳
出
予
算
を
金
利
２

％
と
想
定
し
て
予
算
計
上
し

た
と
こ
ろ
、
実
勢
金
利
は
１

・
１
～
１
・
２
％
に
と
ど
ま

っ
た
た
め
、
予
算
の
執
行
残

が
生
ま
れ
た
と
い
う
も
の
で

あ
る
。
実
は
こ
う
し
た
不
用

額
は
表
で
示
し
た
よ
う
に
、

国
債
特
会
だ
け
で
も
過
去
６

年
間
１
・
７
～
２
・
６
兆
円

発
生
し
、
特
別
会
計
全
体
で

は
10
・
５
～
21
・
３
兆
円
も

発
生
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

次
回
は
、
こ
う
し
た
不
用
額

を
含
む
特
別
会
計
の
剰
余
金

の
活
用
に
つ
い
て
検
討
し
た

い
。�

（
つ
づ
く
）

特
別
会
計
に
は
兆
単
位
の
財
源

国
債
特
会
不
用
額
だ
け
で
約
２
兆
円

基 

軸
消
費
税
増
税
と

社
会
保
障
財
源

❸

東
京
大
学
名
誉
教
授
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醐
聰


